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研究成果の概要（和文）：選挙で選ばれた政治家（特に首長）が、教育分野に対してどのような影響を及ぼすの
かについて、1990年代以降の日本とアメリカを対象として比較研究を行った。アメリカはいち早く大都市中心に
首長主導教育改革が進んだが、急進的改革が見直され始めているのに対し、日本では法律で首長の教育分野の権
限が強化され、全国的には穏健な教育改革が展開していることが分かった。ただし、今後、アメリカはより穏健
に、日本はより急進的に改革が進められる可能性がある。

研究成果の概要（英文）：A comparative study of the influence of elected politicians (especially 
mayors) on the education sector was conducted in Japan and the US. since the 1990s. It was found 
that while the US. was one of the first countries to implement mayor-led educational reforms, mainly
 in urban cities, and radical reforms are beginning to be reviewed, in Japan the law has 
strengthened the authority of mayors in the field of education, and moderate educational reforms are
 developing nationwide. However, in the future, reforms may be more moderate in the US. and more 
radical in Japan.

研究分野：教育行政学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
日本の教育改革を事例とした研究成果を、国際的に著名な研究者との共著論文として海外ジャーナルに掲載され
たことが最大の研究成果である。日本で1990年代以降行われた地方教育ガバナンス会改革（地方分権、首長への
権限付与）の帰結を、アメリカとの比較を通じて明らかにした点が学術的意義といえる。他方、社会的意義とし
ては、政治による教育への影響の程度が日米で異なることを通じて、教育を社会がどのように統制すべきかを示
したことがある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｆ－１９－２ 
１．研究開始当初の背景 
 日本では 2015年度から新教育委員会制度がスタートする前後から、首長主導教育改革に対す
る学術的・社会的関心が高まっていた。新しい制度では、首長に教育に関する強い権限を与える
ようになり、首長がどのように影響力を行使するかが問われていた。この日本の改革と軌を一に
するかのように、アメリカでも 1990年代以降、首長に教育権限を付与する改革が大都市を中心
に展開していた。そこで、アメリカの教育改革に関する政治学的研究で国際的に著名な Henig
教授との国際共同研究を実施することにより、日本の新教育委員会制度がスタートした初期の
状況を分析し、政治と教育の関係に関する研究を進化させようとした。 
 
２．研究の目的 
 教育政策の政治学的分析を社会科学の方法論に即して行うことで、政治学及び教育学におけ
る未開拓領域を学際的に開拓する日米比較研究を遂行する。具体的には、これまで自律的であっ
た教育政策領域に対して、公選された政治家が改革圧力を加えるようになった過程と要因を解
明する。アメリカでは大統領や市長が教育分野に積極的に関与するようになっている。日本でも
首相や地方自治体の首長がアメリカと同様に教育分野に影響力を行使しようとするようになっ
た。この政治による教育への関与メカニズムの解明が本研究の目的である。研究代表者は教育学
由来の政治分析を行ってきた。海外共同研究者は政治学由来の教育分野の分析を行ってきた。共
同研究を通じて上記課題の解明に挑戦する。 
 
３．研究の方法 
 日米共通の分析枠組を構築するために、海外共同研究者の執筆した単著書の翻訳を実施した
（研究代表者が監訳）。そのうえで、研究代表者が日本国内で実施したインタビュー調査（6市）
と文部科学省の全国調査のデータを海外共同研究者と共有し、日本の新教育委員会制度のもと
で首長に任命された教育長がどのように行動するかを中心に分析した。インタビュー調査は本
研究課題に着手する前に実施したものを活用した。対象は教育長であり、首長や議会との関係、
教育委員との関係、総合教育会議の運用などについて半構造化インタビューを行った。さらに、
6市の市議会会議録、教育行政に関するデータ収集を行い、ケーススタディーを実施した。他方、
文部科学省の全国調査のローデータを二次分析し、教育長の経歴が改革前後にどのように変化
したかを分析した。 
 
表 6 市ケーススタディーの概要 

 
４．研究成果 
最大の研究成果は、日本を事例とした研究を、海外ジャーナルに国際共著論文として掲載され
たことである。これは従来の日本の教育行政学では必ずしも十分に展開されてこなかった研究
成果であり、今後の若手研究者のロールモデルとなりうる。この国際共著論文の具体的内容は、
日本で 1990 年代以降行われた地方教育ガバナンス改革（地方分権、首長への権限付与）の帰結
を、同様の改革が大都市を中心に同時期に行われたアメリカの研究成果（海外共同研究者）を参
照しつつ、比較研究の方法論を用いて明らかにしたものである。 
すなわち、首長が教育政策に関する権限を保持するようになったアメリカではドラスティッ
クな教育改革が実行されるようになったのに対して、日本では穏健な教育改革が静かに進行し
ているという対照的な現象が観察された。たとえば、多くの地方政府では教育長の属性は改革前
と変わっておらず、主として退職校長が教育長に任命されていた。このことからも明らかなよう
にたとえ改革を志向する首長が任命した教育長であっても、実際に行う教育改革はアメリカよ
りも穏健なものとなった。つまり、教育長は首長と教育分野のあいだを取り持つように行動する
ことが明らかとなった。 
この最大の要因は、アメリカでは一部の大都市で首長に教育分野の権限が与えられたのに対
して、日本では全ての地方政府の首長に教育分野の権限が与えられたことであることを示した。



つまり、全国的にみれば、必ずしも教育改革を志向する首長ばかりではなかったり、改革志向の
首長であっても教育長の任命は過去の任命慣行から自由ではない。 
 
表 教育長の属性 

 
ただし、日本では教育長に公教育関係の経歴のない人材を登用するなどの動きが徐々に観察
されるようになっており、ドラスティックな教育改革が拡がる可能性がある。他方、アメリカで
はドラスティックな教育改革により混乱が生じたため、現在ではやや穏健な教育改革が行われ
つつある。そのため、今後は両国の改革動向が近似する可能性があることも指摘した。 
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